
（株式会社ヨシザワ建築構造設計）は持続可能な開発目標（SDGs）を支援しています。



～今ある現実的な問題～
[ 脱 炭 素 ]

～問われる企業の姿勢～
[ 企 業 価 値 ]

温室効果ガス排出量、2050 年実質 “0”へ

※1…環境省 : 温室効果ガス排出 ・ 吸収量等の算定と報告

　　　「2018 年度 (平成30年度)温室効果ガス排出量」 (2020 年発表 )

https://www.env.go.jp/earth/ondanka/ghg-mrv/emissions/results-h30.html
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Co2 排出の要因の 90％以上がエネルギー関連が占め
ている日本においては、再生可能エネルギーの利用促
進は急務です。再生可能エネルギーへの転換は現状の
22％前後に対して少なくとも 45％以上への引き上げ
が必要とされています。
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100

0［％］

10

20

30

40

50

60

70

80

90

2013 2030 2050

Graph.1 現在の削減目標 Graph.2 下方修正した削減目標

2018 年度時点で日本の Co2 排出量が約 12.4 トンで
ある事実 (※1) を踏まえた場合、2050 年までに Co2
排出量を実質０にするには、年率にして約 3.1％の
Co2 排出量削減が必要です。これは 2030 年には、
2013 年比で約 45％の Co2 排出両を削減する必要が
あるということです。現在、日本が提示している削減
目標では、2030 年時点で 26％の Co2 削減となって
おり、2050 年で Co2 排出量を実質 0 にすることは、
到底不可能であることが明らかとなっています。

環境への配慮＝企業価値〔Enterprise Value〕

　昨今の企業価値を国際的にみると、従来のような利
益創造もさることながら、とりわけ環境に対する活動
が評価を受ける時代へと変化しつつあります。
　米国のイーロン・マスク率いる TSLA 社は、EV車（※
2) の製造販売実績において、今後の環境配慮に対す
る期待値から投資家（ESG 投資家）に評価を受け、
それにより株価が上昇したとされています。また、
Apple 社は米国の CO2 排出量 0 目標の 2030 年に向
けて、オフィスやストア、事業所において既に、CO2

排出量0化を実施しています。この流れは海外だけに

とどまらず、日本企業にも浸透してきており、各社次々
と具体的背策が講じられてきています。CO2 排出量 0
化の波は今後、中小企業へも波及していくことでしょ
う。

企業価値＝財務価値(利益率など)＋ESG◎企業価値＝財務価値(利益率など)＋ESG






